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Vol.１０４０    

令和４年３月１１日 

厚生労働省老健局老人保健課 
 貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

 

各都道府県介護保険担当課（室）御 中 

         ← 厚生労働省 老健局老人保健課 

今回の内容 
 

 

「要介護認定等の実施について」の一部改正について 

 

計６枚（本紙を除く） 

連絡先 TEL : 03-5253-1111(内線 3944、3945) 
FAX : 03-3595-4010 

 



 

老 発 0 3 1 1 第 １ 号 

令和４年３月 11 日 

 

 

各都道府県知事 殿 

 

 

厚生労働省老健局長 

（公 印 省 略） 

 

 

「要介護認定等の実施について」の一部改正について 

 

 

 要介護認定等に係る申請等については、「要介護認定等の実施について」（平成 21

年 9 月 30 日老発 0930 第 5 号厚生労働省老健局長通知）により取り扱われていたとこ

ろであるが、このたび別添のとおり改正を行い、令和４年４月１日より適用すること

としたので通知する。 

 当該内容について御了知の上、貴管内市区町村にその周知徹底を図るとともに、要

介護認定等の実施について遺漏のなきように期せられたい。 



 

○ 要介護認定等の実施について（平成 21 年９月 30 日老発 0930 第５号）（抄）                         （変更点は下線部） 

現行 改正後 

老発 0930 第５号  

平成 21 年９月 30 日 

老発 0330 第９号 

一部改正 平成 24 年３月 30 日 

老発 0331 第１号 

一部改正 平成 27 年３月 31 日 

老発 0929 第７号 

一部改正 平成 27 年９月 29 日 

老発 0323 第２号 

一部改正 平成 30 年３月 23 日 

老発 0925 第２号 

一部改正 平成 30 年９月 25 日 

老発 0331 第２号 

一部改正 令和２年３月 31 日 

老発 1225 第３号 

一部改正 令和２年 12 月 25 日 

老発 0401 第 20 号 

一部改正 令和３年４月１日 

 

 

 

 

各都道府県知事 殿 

 

 

厚生労働省老健局長  

（ 公 印 省 略 ） 

 

要介護認定等の実施について 

老発 0930 第５号  

平成 21 年９月 30 日 

老発 0330 第９号 

一部改正 平成 24 年３月 30 日 

老発 0331 第１号 

一部改正 平成 27 年３月 31 日 

老発 0929 第７号 

一部改正 平成 27 年９月 29 日 

老発 0323 第２号 

一部改正 平成 30 年３月 23 日 

老発 0925 第２号 

一部改正 平成 30 年９月 25 日 

老発 0331 第２号 

一部改正 令和２年３月 31 日 

老発 1225 第３号 

一部改正 令和２年 12 月 25 日 

老発 0401 第 20 号 

一部改正 令和３年４月１日 

老発 0311 第１号                  

一部改正 令和４年３月 11 日 

 

各都道府県知事 殿 

 

 

 

厚生労働省老健局長  

  （ 公 印 省 略 ） 

 

要介護認定等の実施について 

（ 別 添 ） 



 

 

 

要介護認定等に係る申請等については、これまで本職通知「要介

護認定等の実施について」（平成 21 年 3 月 31 日老発第 0331005 号

厚生労働省老健局長通知。以下「局長通知」という。）により取り

扱われていたところであるが、今般「要介護認定の見直しに係る検

証・検討会」での指摘を踏まえ、要介護認定等の方法を見直したこ

とに伴い、要介護認定等の具体的な実施及び運用方法等の取扱いに

ついては、以下によることとし、本年 10 月 1 日から適用すること

としたので、通知する。 

なお、本通知の施行に伴い、局長通知は平成 21 年 9 月 30 日限り

で廃止する。 

 

記 
 

１～５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要介護認定等に係る申請等については、これまで本職通知「要介

護認定等の実施について」（平成 21 年 3 月 31 日老発第 0331005 号

厚生労働省老健局長通知。以下「局長通知」という。）により取り

扱われていたところであるが、今般「要介護認定の見直しに係る検

証・検討会」での指摘を踏まえ、要介護認定等の方法を見直したこ

とに伴い、要介護認定等の具体的な実施及び運用方法等の取扱いに

ついては、以下によることとし、本年 10 月 1 日から適用すること

としたので、通知する。 

なお、本通知の施行に伴い、局長通知は平成 21 年 9 月 30 日限り

で廃止する。 

 

記 

 
１～５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別添１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添１－１ 

 
 



 

別添１－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添１－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別添１－３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添２～４（略） 

別添１－３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添２～４（略）  


